千葉市介護給付費及び訓練等給付費利用者負担額の減額に関する取扱要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３１条第１項及び第２項の規定による介護給付費等の額の特例（以下「利用者負担額の減額」という。）の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。
（減額の事由）
第２条　利用者負担額の減額は、次の各号の一に規定する条件に該当する支給決定を受けた障害者又は障害児の保護者（以下「支給決定障害者等」という。）について適用する。

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「省令」という。）第３２条第１号に該当する場合において、支給決定障害者等又はその属する世帯の生計を主として維持する者（以下「主たる生計維持者」という。）の所有する住宅、家財等が災害等により半焼、半壊又はこれらに類する損害以上の損害を受けたとき。

（２）省令第３２条第２号から第４号までの一に該当する場合（以下「収入減少事由」という。）において、主たる生計維持者が死亡し又は主たる生計維持者の収入減少事由の発生の日以後１年間の主たる生計維持者の収入の見込額が収入減少事由の発生の日以前の収入として把握できる直近１年間の収入の２分の１以下に減少し、かつ、当該世帯の収入の合計額が別に定める基準額以下になったとき。
（介護給付費等の額の特例）
第３条　支給決定障害者等の利用者負担額の減額は、次の各号に掲げる額により算定するものとする。

（１）法第３１条第１項の規定により読み替えて適用される法第２９条第３項第２号に規定する市町村が定める額は、同号の政令で定める額に１０分の３を乗じて得た額とする。
（２）法第３１条第２項の規定により読み替えて適用される法第３０条第３項に規定する市町村が定める額は、同項の政令で定める額に１０分の３を乗じて得た額とする。
２　前項の規定にかかわらず、市が負担する追加費用が国庫補助の対象となる場合は、前項各号に掲げる額はそれぞれ前項各号に掲げる額から零円までの範囲で市長が別に定める額とする。
（減額の適用の申請）
第４条　利用者負担額の減額を申請しようとする者は、介護給付費・訓練等給付費利用者負担額減額申請書（様式第1号）に第２条各号に規定する条件に該当する事由を添付して、市長に提出しなければならない。
２　第２条第２号に規定することにより利用者負担額の減額の申請をしようとする者は、前項の提出書類に、介護給付費・訓練等給付費利用者負担額減額のための収入見込額計算書（様式第２号）を添付し、市長に提出しなければならない。

３　市長は、前２項の規定による申請書の提出があったときは、速やかにその可否を決定し、介護給付費・訓練等給付費利用者負担額減額決定通知書（様式第３号）により当該申請者に通知するものとする。
（減額の申請期間）
第５条　前条の規定による申請は、災害を受けた日又は収入減少事由の発生の日から３月以内に行わなければならない。ただし、当該期間内に申請することができないことについてやむを得ない理由がある場合は、この限りでない。
（減額の適用の期間）
第６条　利用者負担額の減額を適用する期間は、申請のあった日の属する月から６月以内の期間とする。
２　前項に掲げる期間の経過後においても、法第３１条第１項及び第２項に規定する費用を負担することが困難であると認められる者については、引き続き６月以内の期間に限り利用者負担額の減額を適用することができる。
３　前項に規定する利用者負担額の減額を適用する期間に係る申請は、延長前の期間の経過後から１月以内に行わなければならない。
（減額の適用の取消し）
第７条　市長は、利用者負担額の減額の適用を受けた者が次の各号の一に該当するときは、その適用を取り消すことができる。

（１）資力の回復その他の事情の変化により、利用者負担額の減額の適用が不適当と認められるとき。

（２）偽りの申請その他不正の行為により利用者負担額の減額の適用を受けたとき。

２　市長は、前項の規定により利用者負担額の減額の適用を取り消したときは、その旨当該適用を取り消された者に介護給付費・訓練等給付費利用者負担額減額取消通知書（様式第４号）により通知するものとする。
（補則）
第８条　この要綱に定めるもののほか、利用者負担額の減額の取扱いに関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則
　この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２３年１０月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
附　則

　　（施行期日）
　１　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

（経過措置）
２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。
　
